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 まず、全国の国公私立大学 781 か所4のうち、医学部が設置された大学 79（国 42、公 8、
私 29）大学と、それ以外に 2013 年度に民間企業との共同研究件数が多かった上位 21（国






合計 100 大学とした。 
 なお、民間企業との共同研究件数で上位 100 大学に入っていない医学部設置大学は 28（公
4、私 24）大学あったが、いずれの大学においても民間企業との共同研究を実施していない
大学はなかった。また、共同研究件数が多かった医学部の設置のない 21 大学は、全体とし
ては共同研究件数で上位 52 大学に入っていた。 
 
２．大学教員及び国立大学法人経営協議会外部委員等に対する調査方法 
上記「１」で選定した 100 大学から教員を各大学 8 人計 800 人無作為抽出した。さらに、
各大学において国立大学法人経営協議会外部委員、公立大学法人経営審議会外部委員、私
立大学外部理事を各大学 2 人計 200 人無作為抽出し、合計 1,000 人を対象にアンケート調
査を実施することとした。 
国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）第 20 条では、「国立大学法人に、国立大学法
人の経営に関する重要事項を審議する機関として、経営協議会を置く。」とされており、経
営協議会の委員の過半数は国立大学法人の役員又は職員以外の者でなければならないとさ 
                                                  
4 平成 26 年度文部科学省学校基本調査では、国公私立大学数は各 86、92、603、計 781 で、
教員数は各 64,252、13,013、103,614 で計 180,879 人。 







表 2-1-1 調査票配付対象大学 
 
No. 種別No. 種別 大学名 No. 種別No. 種別 大学名
1 1 国 北海道大学 51 51 国 横浜国立大学
2 2 国 旭川医科大学 52 52 国 長岡技術科学大学
3 3 国 弘前大学 53 53 国 静岡大学
4 4 国 東北大学 54 54 国 名古屋工業大学
5 5 国 秋田大学 55 55 国 豊橋技術科学大学
6 6 国 山形大学 56 56 国 京都工芸繊維大学
7 7 国 筑波大学 57 57 国 九州工業大学
8 8 国 群馬大学 58 1 公 札幌医科大学
9 9 国 千葉大学 59 2 公 福島県立医科大学
10 10 国 東京大学 60 3 公 横浜市立大学
11 11 国 東京医科歯科大学 61 4 公 名古屋市立大学
12 12 国 新潟大学 62 5 公 京都府立医科大学
13 13 国 富山大学 63 6 公 大阪市立大学
14 14 国 金沢大学 64 7 公 奈良県立医科大学
15 15 国 福井大学 65 8 公 和歌山県立医科大学
16 16 国 山梨大学 66 9 公 首都大学東京
17 17 国 信州大学 67 10 公 大阪府立大学
18 18 国 岐阜大学 68 1 私 岩手医科大学
19 19 国 浜松医科大学 69 2 私 自治医科大学
20 20 国 名古屋大学 70 3 私 獨協医科大学
21 21 国 三重大学 71 4 私 埼玉医科大学
22 22 国 滋賀医科大学 72 5 私 杏林大学
23 23 国 京都大学 73 6 私 慶應義塾大学
24 24 国 大阪大学 74 7 私 順天堂大学
25 25 国 神戸大学 75 8 私 昭和大学
26 26 国 鳥取大学 76 9 私 帝京大学
27 27 国 島根大学 77 10 私 東海大学
28 28 国 岡山大学 78 11 私 東京医科大学
29 29 国 広島大学 79 12 私 東京慈恵会医科大学
30 30 国 山口大学 80 13 私 東京女子医科大学
31 31 国 徳島大学 81 14 私 東邦大学
32 32 国 香川大学 82 15 私 日本大学
33 33 国 愛媛大学 83 16 私 日本医科大学
34 34 国 高知大学 84 17 私 北里大学
35 35 国 九州大学 85 18 私 聖マリアンナ医科大学
36 36 国 佐賀大学 86 19 私 金沢医科大学
37 37 国 長崎大学 87 20 私 愛知医科大学
38 38 国 熊本大学 88 21 私 藤田保健衛生大学
39 39 国 大分大学 89 22 私 大阪医科大学
40 40 国 宮崎大学 90 23 私 関西医科大学
41 41 国 鹿児島大学 91 24 私 近畿大学
42 42 国 琉球大学 92 25 私 兵庫医科大学
43 43 国 岩手大学 93 26 私 川崎医科大学
44 44 国 茨城大学 94 27 私 久留米大学
45 45 国 宇都宮大学 95 28 私 産業医科大学
46 46 国 埼玉大学 96 29 私 福岡大学
47 47 国 東京農工大学 97 30 私 芝浦工業大学
48 48 国 東京工業大学 98 31 私 東京理科大学
49 49 国 電気通信大学 99 32 私 早稲田大学








外の委員が任命されている。さらに、私立学校法（昭和 24 年法律第 270 号）第 35 条では、
「学校法人には、役員として、理事 5 人以上及び監事 2 人以上を置かなければならない。」
とされ、第 38 条第 3 項第 5 項に「理事又は監事には、それぞれその選任の際現に当該学校
法人の役員又は職員（当該学校法人の設置する私立学校の校長、教員その他の職員を含む。
以下同じ。）でない者が含まれるようにしなければならない。」とされている。 
なお、外部委員については各大学 2 人を抽出する予定であったが、9 私立大学において外
部理事に関する具体的な情報が公表されておらず、また、4 私立大学において外部理事が 1
人のみであったため、残りの 87 大学のうち、外部委員の多い大学（10～15 人）20 大学（国
19、私 1）において 3 人の無作為抽出を行い、さらに 9 人の外部委員のいる 10 大学のうち
2 国立大学において 3 人の無作為抽出を行って、計 200 人を抽出した。すなわち、次のと
おりである。 
 
3 人×（20＋2）大学＝ 66 人 
2 人×（87－22）大学＝130 人 
1 人×    4 大学＝  4 人 
 計    91 大学 200 人 
 





便・FAX・E-mail のいずれかによる返送を依頼した。調査実施日は 2015 年 7 月 6 日、締










アンケート調査の回収状況は表 2-2-1 のとおりである。大学教員は 20％、外部委員は 13％、
全体で 18％の回答率であった。 
また、回答者の所属別割合は図 2-2-1、2-2-2 のとおりであった。 
 
表 2-2-1 調査票回収状況 
対 象 大学数 教員・外部委員数 回答数 回答率 
国立大学教員 57 456 103 22.59% 
公立大学教員 10 80 11 13.75% 
私立大学教員 33 264 42 15.91% 
小計 100 800 156 19.50% 
国立大学法人経営協議会外部委員 57 135 14 10.37% 
公立大学法人経営審議会外部委員 10 20 3 15.00% 
私立大学外部理事 24 45 9 20.00% 
小計 91 200 26 13.00% 
合計 100 1,000 182 18.20% 
 
 

























大学教員の回答者の専門分野は、図 2-3-1 のとおりである。これは、平成 27 年度科学研
究費補助金の「系・分野・分科・細目表」のうちの 14 に分類された「分野」に加え「その
他」を提示して選択を求めたものである。医歯薬学系が最も多く 54％（84 件）、次いで工
学が 13％（21 件）、社会科学と化学が各 5％（8 件）と続いた。 
外部委員の職業について複数回答可でたずねたところ、企業が最も多く 54％（14 件）、次
いで大学教員が 23％（6 件）、行政が 19％（5 件）と続いた（図 2-3-2）。 
 
 







同社からこれまで 5～6 年間毎年 100～200 万円程度の寄付金を受け取っていた。このたび、
同社から A 教授に対して、同社の脂質異常症治療薬の未確認の効能に関しての臨床研究を
依頼したい旨の打診があった。この治療薬は既に製造販売承認済みで市販されているもの
である。この臨床研究は研究期間が 5 年間、費用は年間 400 万円程度要するものと見込ま
れた。同社からは、もし A 教授が引き受けてくれるのであれば、同教授が所属する内科学
































































図 2-3-3 寄付金の審査（全体）     図 2-3-4 寄付金の審査（大学教員） 
 
 
図 2-3-5 寄付金の審査（外部委員） 
 
（２）審査対象とすべき期間や金額 









































図 2-3-6 審査対象とすべき期間や金額（全体） 
 
 
図 2-3-7 審査対象とすべき期間や金額（大学教員） 
 
 































































































































































間の寄付金について審査する」（61％）については、（ ）内に 98 件の記載があり（大学教
員 84 件、外部委員 14 件）、内訳は図 2-3-9 のとおりとなった。「過去 5 年間の寄付金につ
いて審査する」とするものが 62％と多数を占め、次いで過去 3 年間とする回答が 17％であ
った。なお、外部委員の回答はいずれも 1～6 年間の間であった（資料編参照）。 
2 番目に支持された「過去 1 年間当たり（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領して
いた場合に審査する」（33％）については、（ ）内に 53 件の記載があり（大学教員 47 件、
外部委員 6 件）、内訳は図 2-3-10 のとおりとなった。「過去 1 年間当たり 100 万円以上（ま
たは超）の寄付金を受領していた場合に審査する」とするものが 60％と多数を占め、次い
で 200 万円以上（または超）とする回答が 19％であった。外部委員の回答は 100 万円（4
件）または 200 万円（2 件）のいずれかであった（資料編参照）。 
さらに「過去（ ）年間で総額（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領していた場
合に審査する」（18％）については、（ ）内に 28 件の記載があり（大学教員 20 件、外部
委員 8 件）、内訳は表 2-3-1 のとおりとなった。最も支持されたのは、「過去 5 年間当たり
500 万円以上（または超）の寄付金を受領していた場合に審査する」とするもので 8 件とな
った。次いで「過去 5 年間当たり 100 万円以上（または超）」が 4 件となった。 
「その他」（7％）を選択した 11 人については、それぞれ具体的な記載があったが、年数
や金額の大小にかかわらずすべて審査するという趣旨の回答が 8 件、それぞれの組織で判
断するべきであるとする回答が 2 件あった（資料編参照）。 
今後の寄付金についてみてみると、全体で最も選択の割合が高かった回答が「寄付金に
ついて今後 5 年間の予定について審査する」で、全体で 56％であった。 
2 番目に支持された「今後 1 年間当たり（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領する
場合に審査する」（35％）については、（ ）内に 55 件の記載があり（大学教員 47 件、外
部委員 8 件）、内訳は図 2-3-11 のとおりとなった。「今後 1 年間当たり 100 万円以上（また
は超）の寄付金を受領する場合に審査する」とするものが 56％と多数を占め、次いで 200  
 
 
図 2-3-9 過去何年間の寄付金について  図 2-3-10 過去 1 年間当たりに受領した 














































表 2-3-1 過去何年間で総額いくらの寄付金を受領した場合に審査するか（全体） 
期間 金額 件数 種別 
1 年 すべて 1 国大 
2 年 100 万円以上（超） 2 国大、私大 
3 年 
500 万円以上（超） 3 国大（2）、私大 
1,000 万円以上（超） 1 国委員 
5 年 
1 万円以上（超） 1 私大 
100 万円以上（超） 4 国大（2）、私大、私委員 
200 万円以上（超） 1 国大 
300 万円以上（超） 2 国大、私大 
500 万円以上（超） 8 国大、私大（3）、国委員（3）、公委員 
1,000 万円以上（超） 2 国委員 
10 年 
50 万円以上（超） 1 私大 
100 万円以上（超） 1 国大 
1,000 万円以上（超） 1 国大 
合計 28   
 
 
図 2-3-11 今後 1 年間当たりいくらの寄付金を受領した場合に審査するか（全体） 
 
万円以上（または超）とする回答が 16％であった。外部委員の回答はいずれも 50 万円～
600 万円の間であった（資料編参照）。 
さらに「今後（ ）年間で総額（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領する場合に
審査する」（11％）については、（ ）内に 18 件の記載があり（大学教員 13 件、外部委員
5 件）、内訳は表 2-3-2 のとおりとなった。最も支持されたのは、「今後 5 年間で総額 500 万
円以上（または超）の寄付金を受領する場合に審査する」とするもので 6 件となった。次



































表 2-3-2 今後何年間で総額いくらの寄付金を受領した場合に審査するか（全体） 
期間 金額 件数 種別 
2 年 100 万円以上（超） 1 国大 
3 年 
500 万円以上（超） 1 国大 
1000 万円以上（超） 1 国大 
5 年 
すべて 1 国大 
100 万円以上（超） 1 私大 
300 万円以上（超） 1 国大 
500 万円以上（超） 6 国大、私大（2）、国委員（3） 
1,000 万円以上（超） 3 私大、国委員（2） 
3,000 万円以上（超） 1 私大 
10 年 
50 万円以上（超） 1 私大 
1,000 万円以上（超） 1 国大 




断するべきであるとする回答が 2 件あった（資料編参照）。 
 
（３）研究計画の中止または研究代表者の交代の条件 





要であると回答した 148 人の回答者に対する設問である。この結果（ ）内に 114 件の記
載があり（大学教員 99 件、外部委員 15 件）、内訳は表 2-3-3 のとおりとなった。最も支持
されたのは、「乙製薬会社からの寄付金が過去 5 年間で総額 1,000 万円以上の場合であれば、
研究計画の中止または利害関係者のない研究者への交代を求める」とするもので 23 件とな
った。次いで「過去 5 年間で総額 500 万円以上」が 15 件、「過去 5 年間で総額 100 万円以
上」が 8 件となった。 
 
（４）今後の寄付金についての取扱い 
 「４ 上記 2-5～2-8 のいずれかに○印を付した方におたずねします。事例に示された今









































































れは寄付金ではなく共同研究費や受託研究費として受け入れるべきとする意見が 3 件あった。 
 さらに、「条件付きで承認」を支持した回答者 71 人に対して「５ 上記 4-2 に○印を付
した方におたずねします。どのような条件を付けるべきであると考えますか。支持する条
件すべてに○印を付けてください。」として 12 の選択肢を提示したところ、図 2-3-15～
2-3-17 のとおりの結果となった。全体では、「研究の論文発表や口頭発表の際に寄付金の受







者が 67％で 3 番目に多かったが、外部委員では前者が 3 番目に多く 57％であった（図 2-3- 
 
 
図 2-3-12 今後の寄付金の取扱い（全体）   図 2-3-13 今後の寄付金の取扱い（大学教員） 
 
 
























































図 2-3-15 研究実費を超える寄付金を受領する場合の条件（全体） 
 
 
図 2-3-16 研究実費を超える寄付金を受領する場合の条件（大学教員） 
 
 
図 2-3-17 研究実費を超える寄付金を受領する場合の条件（外部委員） 
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16、2-3-17）。「600 万円という寄付金を実費の 400 万円にする」（6％）や「研究期間中の A
教授と乙製薬会社との間の利害関係の自己申告は年 1 回で十分である」、「600 万円という寄








2 年後に丁社で「ロボット Z」が製品化され、1 台 200 万円で販売にこぎつけた。X 教授




















                                                  









図 2-3-18 大学教員の大学発ベンチャー  図 2-3-19 大学教員の大学発ベンチャー 
（非上場企業の場合）の代表       （非上場企業の場合）の代表 
取締役への就任（全体）         取締役への就任（大学教員） 
 
 


































































































年以上は認めない」が各 41％、となった（図 2-3-24）。大学教員の回答と外部委員の回答を比 
 
 






















（） 万円以上（ または超） は
認めない





























































































































（） 万円以上（ または超） は
認めない


























































大学について 42件の記載があり、内訳は図 2-3-27のとおりとなった。「総勤務時間数の 30％
を超えない」の割合が最も高く 33％、次いで「20％を超えない」が 24％、「50％を超えな





に関しても記載が 4 件あり、上記の回答が 1 件ずつみられた。 
その他の個別の条件についてみてみると、期間についての条件で「（ ）年以上は認めな
い」を選択した回答者で、国公私立大学全体の場合の具体的な記載は 32 件あり、「5 年以上
は認めない」（47％）、「10 年以上は認めない」（19％）の順に割合が高かった（図 2-3-29）。
私立大学のみの場合では 17 件の記載があり、「3 年以上は認めない」（29％）、「5 年以上は
認めない」（23％）の順に割合が高かった（図 2-3-30）。これも私立大学のみの方が厳しい
























（） 万円以上（ または超） は
認めない















図 2-3-27 総勤務時間数の（ ）％を超え 図 2-3-28 総勤務時間数の（ ）％を超え 
ない・国公私立大学全体（全体）     ない・私立大学のみ（全体） 
 
 
図 2-3-29 （ ）年以上は認めない・国公 図 2-3-30 （ ）年以上は認めない・私立 
私立大学全体（全体）           大学のみ（全体） 
 
体的な記載をみると、国公私立大学全体では 11 件あり、1～5 年の範囲で「更新可とする」
という意見が 7 件あった（資料編参照）。 
収入について「（ ）万円以上（または超）は認めない」を選択した回答者で、国公私立
大学全体の場合の具体的な記載は 11 件あり、「1,000 万円以上（または超）は認めない」
（37％）、「500 万円以上（または超）は認めない」（27％）、「100 万円以上（または超）は




意見が 4 件あった。私立大学のみの場合でもこうした意見が 2 件あった。 
株式保有等については、「上場株式にあっては（ ）％以上は認めない」を選択した回答
者で、国公私立大学全体の場合の具体的な記載は 7 件あり、「上場株式にあっては 50％以上
は認めない」（43％）、「10％以上は認めない」（29％）の順に割合が高かった（図 2-3-32）。 
私立大学のみの場合は 2 件のみ記載があり、「5％以上は認めない」と「50％以上は認め











































































的な記載をみると、国公私立大学全体では 11 件あり、1～5 年の範囲で「更新可とする」と





図 2-3-31 （ ）万円以上（超）は認めない 図 2-3-32 上場株式にあっては（ ）％ 
・国公私立大学全体（全体）        以上は認めない・国公私立大学全
体（全体） 
 
は 11 人であったが、具体的な記載をみると、国公私立大学では 6 件あり、「一律に決めら
れない、各大学が決めるべき、わからない」とする意見が 3 件あった。私立大学のみの場


















（27％）となった（図 2-3-33）。なお、図 2-3-33 の母数は、上記（１）の「１ 現職の大
学教員が大学発ベンチャー（非上場企業の場合）の代表取締役に就任することについて、
どのようにお考えですか。」の設問で「1-1 丙大学が国公立大学であっても私立大学であって






























図 2-3-33 代表取締役就任先ベンチャーと 図 2-3-34 代表取締役就任先ベンチャーと 
の共同研究（全体）           の共同研究（大学教員） 
 
 





たものの、「丙大学が国公立大学の場合は認められない」が 30％と第 2 位になっており、「丙
大学が国公立大学であっても私立大学であっても無条件に認められるべきである」（33％）

















































































図 2-3-37 の結果となった。いずれの場合も、「X 教授などの利害関係者は共同研究契約の締
結の審議や決裁などの意思決定過程に参加させない」と「丁社側に X 教授以外の研究担当



























































































図 2-3-38 代表取締役就任先ベンチャー 図 2-3-39 代表取締役就任先ベンチャー 
からの製品購入（全体）        からの製品購入（大学教員） 
 
 













い」、「丁社側に X 教授以外の契約締結権限を持つ者が存在する（存在しなければ形式上 X











































































































丁社側にｘ 教授以外の契約締結権限を持つ者が存在する（ 存在しなければ形式上ｘ教授とｘ 代表取締役との契
約となってしまう）











































私立教員：「 53  
国立委員：「 42
公立委員：「変更なし」・「国公立大は認められない」（各 50％） 

















































































































































































































同社からこれまで 5～6 年間毎年 100～200 万円程度の寄付金を受け取っていた。このた
び、同社から A 教授に対して、同社の脂質異常症治療薬の未確認の効能に関しての臨床
研究を依頼したい旨の打診があった。この治療薬は既に製造販売承認済みで市販されて




















年間の寄付金について審査する」（61％）（図 2-3-6）については、（ ）内に 98 件の記載が





る」とするものが 62％と多数を占め、次いで過去 3 年間とする回答が 17％であった（図
2-3-9）。なお、外部委員の回答はいずれも 1～6 年間の間であった（資料編参照）。 
2 番目に支持された「過去 1 年間当たり（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領して
いた場合に審査する」（33％）については、（ ）内に 53 件の記載があり（大学教員 47 件、
外部委員 6 件）、内訳は「過去 1 年間当たり 100 万円以上（または超）の寄付金を受領して
いた場合に審査する」とするものが 60％と多数を占め、次いで 200 万円以上（または超）
とする回答が 19％であった（図 2-3-10）。外部委員の回答は 100 万円（4 件）または 200
万円（2 件）のいずれかであった（資料編参照）。 
さらに「過去（ ）年間で総額（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領していた場
合に審査する」（18％）については、（ ）内に 28 件の記載があり（大学教員 20 件、外部
委員 8 件）、最も支持されたのは、「過去 5 年間当たり 500 万円以上（または超）の寄付金
を受領していた場合に審査する」とするもので 8 件となった（表 2-3-1）。次いで「過去 5
年間当たり 100 万円以上（または超）」が 4 件となった。 
「その他」（7％）を選択した 11 人については、それぞれ具体的な記載があったが、年数
や金額の大小にかかわらずすべて審査するという趣旨の回答が 8 件、それぞれの組織で判
断するべきであるとする回答が 2 件あった（資料編参照）。 
今後の寄付金についてみると、全体で最も選択の割合が高かった回答が「寄付金につい
て今後 5 年間の予定について審査する」で、全体で 56％であった（図 2-3-6）。 
2 番目に支持された「今後 1 年間当たり（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領する
場合に審査する」（35％）については、（ ）内に 55 件の記載があり（大学教員 47 件、外
部委員 8 件）、「今後 1 年間当たり 100 万円以上（または超）の寄付金を受領する場合に審
査する」とするものが 56％と多数を占め、次いで 200 万円以上（または超）とする回答が
16％であった（図 2-3-11）。外部委員の回答はいずれも 50 万円～600 万円の間であった（資
料編参照）。 
さらに「今後（ ）年間で総額（ ）万円以上（または超）の寄付金を受領する場合に
審査する」（11％）については、（ ）内に 18 件の記載があった（大学教員 13 件、外部委
員 5 件）。最も支持されたのは、「今後 5 年間で総額 500 万円以上（または超）の寄付金を
受領する場合に審査する」とするもので 6 件となった。次いで「今後 5 年間で総額 1,000
万円以上（または超））」が 3 件、他はすべて 1 件ずつとなった（表 2-3-2）。 
「その他」（6％）を選択した 9 人については、それぞれ具体的な記載があったが、年数
や金額の大小にかかわらずすべて審査するという趣旨の回答が 4 件、それぞれの組織で判








に 114 件の記載があり（大学教員 99 件、外部委員 15 件）、最も支持されたのは、「乙製薬
会社からの寄付金が過去 5 年間で総額 1,000 万円以上の場合であれば、研究計画の中止ま
たは利害関係者のない研究者への交代を求める」とするもので 23 件となった（表 2-3-3）。
次いで「過去 5 年間で総額 500 万円以上」が 15 件、「過去 5 年間で総額 100 万円以上」が
8 件となった。 
一方、「今後の寄付金について」審査するとした 143 人の回答者に対して、事例に示され











共同研究費や受託研究費として受け入れるべきとする意見が 3 件あった。 
 「条件付きで承認」を支持した回答者 71 人に対してどのような条件を付けるべきである
と考えるか、12 の選択肢を提示して複数回答可で選択してもらった。この結果全体では、
「研究の論文発表や口頭発表の際に寄付金の受領額等の利害関係情報を開示する」が最も






モニタリングをする」の順位が逆転し、大学教員では後者が 67％で 3 番目に多かったが、
外部委員では前者が 3 番目に多く 57％であった（図 2-3-16、2-3-17）。「600 万円という寄
付金を実費の 400 万円にする」（6％）や「研究期間中の A 教授と乙製薬会社との間の利害










2 年後に丁社で「ロボット Z」が製品化され、1 台 200 万円で販売にこぎつけた。X 教授




















































大学について 42件の記載があり、「総勤務時間数の 30％を超えない」の割合が最も高く 33％、




みると、国公私立大学全体では 23 件あり、「本務に支障のない範囲」（8 件）、「勤務時間外」
（6 件）などの記載があった（資料編参照）。私立大学のみに関しても記載が 4 件あり、上
記の回答が 1 件ずつみられた。 
その他の個別の条件についてみると、期間についての条件で「（ ）年以上は認めない」





国公私立大学全体では 11 件あり、1～5 年の範囲で「更新可とする」という意見が 7 件あっ
た（資料編参照）。 
収入について「（ ）万円以上（または超）は認めない」を選択した回答者で、国公私立
大学全体の場合の具体的な記載は 11 件あり、「1,000 万円以上（または超）は認めない」
（37％）、「500 万円以上（または超）は認めない」（27％）、「100 万円以上（または超）は







意見が 4 件あった。私立大学のみの場合でもこうした意見が 2 件あった。 
株式保有等については、「上場株式にあっては（ ）％以上は認めない」を選択した回答




は 11 人であったが、具体的な記載をみると、国公私立大学では 6 件あり、「一律に決めら
れない、各大学が決めるべき、わからない」とする意見が 3 件あった。私立大学のみの場













となったものの、「丙大学が国公立大学の場合は認められない」が 30％と第 2 位になってお
り、「丙大学が国公立大学であっても私立大学であっても無条件に認められるべきである」


















する（存在しなければ X 教授と X 代表取締役との共同研究となってしまう）」の支持が高か


















































































































以上の結果について多数意見をまとめたものが表 2-4-1 である。 
 




全体 大学教員 外部委員 
臨床研究に関連した寄付金
 












①5 年間：61 件 
②3 年間：16 件 
③10 年間：11 件 
①5 年間：50 件 
②3 年間：15 件 
③10 年間：11 件 
①5 年間：11 件 
②3 年間、1 年間、6 年
間：各 1 件 
①1 年間で 100 万円以
上（超）：32 件 
②1 年間で 200 万円以
上（超）：10 件 
①1 年間で 100 万円以
上（超）：28 件 
②1 年間で 200 万円以
上（超）：8 件 
①1 年間で 100 万円以
上（超）：4 件 
②1 年間で 200 万円以
上（超）：2 件 
①5 年間で総額 500 万
円以上（超）：8 件 
①5 年間で総額 500 万
円以上（超）：4 件 












①1 年間で 100 万円以
上（超）：31 件 
②1 年間で 200 万円以
上（超）：9 件 
①1 年間で 100 万円以
上（超）：27 件 
②1 年間で 200 万円以
上（超）：7 件 
①1 年間で 100 万円以
上（超）：4 件 
②1 年間で 200 万円以
上（超）：2 件 
①5 年間で総額 500 万
円以上（超）：6 件 
①5 年間で総額 500 万
円以上（超）：3 件 







①5 年間で 1,000 万円
以上：23 件 
②5 年間で 500 万円以
上：15 件 
③5 年間で 100 万円以
上：8 件 
①5 年間で 1,000 万円
以上：17 件 
②5 年間で 500 万円以
上：12 件 
③5 年間で 100 万円以
上：8 件 
①5 年間で 1,000 万円
以上：6 件 
②5 年間で 500 万円以
上：3 件 































































































































①1 週間に 1 日まで：
34 件 
② 総 勤 務 時 間 数 の
30％を超えない：14 件
③ 総 勤 務 時 間 数 の
20％を超えない：10 件
①1 週間に 1 日まで：
29 件 
② 総 勤 務 時 間 数 の
30％を超えない：13 件
③ 総 勤 務 時 間 数 の
20％を超えない：10 件
①1 週間に 1 日まで：5
件 
② 総 勤 務 時 間 数 の
30％を超えない、総勤
務時間数の 25％を超




①1 週間に 1 日まで：
10 件 
② 総 勤 務 時 間 数 の
20％を超えない：5 件
③ 総 勤 務 時 間 数 の
10％を超えない：4 件
①1 週間に 1 日まで：9
件 
② 総 勤 務 時 間 数 の
20％を超えない：5 件
③ 総 勤 務 時 間 数 の
10％を超えない：3 件


























































































































































































































































































































































































対 象 大学数 教員数 回答数 回答率
国立大学教員 57 456 103 22.59%
公立大学教員 10 80 11 13.75%
私立大学教員 33 264 42 15.91%
合計 100 800 156 19.50%
対 象 大学数 委員等数 回答数 回答率
国立大学法人経営
協議会外部委員 57 135 14 10.37%
公立大学法人経営
審議会外部委員 10 20 3 15.00%
私立大学外部理事 24 45 9 20.00%
合計 91 200 26 13.00%
対 象 大学数 教員・委員等数 回答数 回答率





























1-2 ※(1) 21 11.54%
※(2) 1 0.55%
182 100.00%
2-1 ※1 98 61.25%
2-2 ※2 53 33.13%
2-3 ※3 28 17.50%
2-4 ※4 11 6.88%
2-5 89 55.63%
2-6 ※5 56 35.00%
2-7 ※6 18 11.25%





















































































































5-12 ※11 3 4.23%
105 57.69% 分母は182
1-1-1 ※(6) 101 96.19%
1-1-2 ※12 4 3.81%
1 0.95%
※(7) 41 22.53% 分母は182
1-2-1 23 56.10%

































































































2-2 ※14 59 40.41%





2-4 ※16 49 33.56%








2-7 ※18 12 8.22%










2-10 ※20 9 6.16%
2-11 6 4.11%





































































































































































































































































































































































































































5-2-2 ※30 2 8.00%
5-2-3 ※31 1 4.00%
5-2-1 27 40.30%
5-2-2 ※30 1 1.49%
5-2-3 ※31 2 2.99%
※(11) 37 55.22%
42 28.77% 分母は146
5-3-1 ※(12) 32 76.19%




















































































































































































1-2 ※(1) 20 12.82%
156 100.00%
2-1 ※1 84 61.76%
2-2 ※2 47 34.56%
2-3 ※3 20 14.71%
2-4 ※4 10 7.35%
2-5 74 54.41%
2-6 ※5 48 35.29%
2-7 ※6 13 9.56%


















































































































5-12 ※11 3 5.26%
91 58.33% 分母は156
1-1-1 ※(6) 88 96.70%
1-1-2 ※12 4 4.40%
※(7) 35 22.44% 分母は156
1-2-1 19 54.29%























































































2-2 ※14 54 42.86%





2-4 ※16 42 33.33%








2-7 ※18 7 5.56%










2-10 ※20 7 5.56%
2-11 5 3.97%




































































































































































































































































































































































































5-2-2 ※30 2 8.70%
5-2-3 ※31 1 4.35%
5-2-1 23 39.66%
5-2-2 ※30 1 1.72%
5-2-3 ※31 1 1.72%
※(11) 33 56.90%
35 27.78% 分母は126


























































































































2-1 ※1 14 58.33%
2-2 ※2 6 25.00%
2-3 ※3 8 33.33%
2-4 ※4 1 4.17%
2-5 15 62.50%
2-6 ※5 8 33.33%
2-7 ※6 5 20.83%











































































































































































































2-2 ※14 5 25.00%





2-4 ※16 7 35.00%








2-7 ※18 5 25.00%










2-10 ※20 2 10.00%
2-11 1 5.00%























































































































































































































































































































































































































































































































1-2 ※(1) 13 12.62%
103 100.00%
2-1 ※1 61 67.78%
2-2 ※2 29 32.22%
2-3 ※3 11 12.22%
2-4 ※4 8 8.89%
2-5 52 57.78%
2-6 ※5 29 32.22%
2-7 ※6 7 7.78%

















































































































5-12 ※11 3 8.11%
62 60.19% 分母は103
1-1-1 ※(6) 59 95.16%
1-1-2 ※12 4 6.45%
※(7) 19 18.45% 分母は103
1-2-1 8 42.11%























































































2-2 ※14 35 43.21%





2-4 ※16 23 28.40%








2-7 ※18 2 2.47%










2-10 ※20 5 6.17%
2-11 5 6.17%







































































































































































































































































































































































































5-2-2 ※30 2 10.53%
5-2-3 ※31 1 5.26%
5-2-1 14 36.84%
5-2-2 ※30 1 2.63%
5-2-3 ※31 1 2.63%
※(11) 22 57.89%
19 23.46% 分母は81








※33 27 26.21% 分母は103











































































































2-1 ※1 5 50.00%











































































































































































































2-2 ※14 6 54.55%


































































































































































































































































































































































































































※33 3 27.27% 分母は11








































































































2-1 ※1 18 50.00%
2-2 ※2 13 36.11%
2-3 ※3 9 25.00%
2-4 ※4 2 5.56%
2-5 17 47.22%
2-6 ※5 15 41.67%
2-7 ※6 6 16.67%













































































































































































































2-2 ※14 13 38.24%





2-4 ※16 17 50.00%








2-7 ※18 4 11.76%










2-10 ※20 1 2.94%
2-11 0 0.00%





















































































































































































































































































































































































































※33 7 16.67% 分母は42









































































































2-1 ※1 9 69.23%
2-2 ※2 4 30.77%
2-3 ※3 6 46.15%
2-4 0 0.00%
2-5 10 76.92%
2-6 ※5 5 38.46%











































































































































































































2-2 ※14 2 16.67%





2-4 ※16 5 41.67%








2-7 ※18 3 25.00%










2-10 ※20 1 8.33%
2-11 0 0.00%















































































































































































































































































































































































































※33 1 7.14% 分母は14




























































































2-1 ※1 1 33.33%
2-2 0 0.00%











































































































































































































2-2 ※14 1 50.00%





2-4 ※16 1 50.00%
















































































































































































































































































































































































































※33 1 33.33% 分母は3





















































































2-1 ※1 4 50.00%
2-2 ※2 2 25.00%
2-3 ※3 1 12.50%
2-4 ※4 1 12.50%
2-5 2 25.00%
2-6 ※5 3 37.50%
2-7 0 0.00%










































































































































































































2-2 ※14 2 33.33%





2-4 ※16 1 16.67%








2-7 ※18 2 33.33%










2-10 ※20 1 16.67%
2-11 1 16.67%







































































































































































































































































































































































































※33 4 44.44% 分母は9









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































No. 分類 分類No. ％ 種別
1 1 10 国大
2 2 10 国大
3 3 10 国大
4 4 20 国大
5 5 20 国大
6 6 20 国大
7 7 20 国大
8 8 20 国大
9 9 20 国大
10 10 20 国大
11 11 25 国大
12 12 25 国大
13 13 30 国大
14 14 30 国大
15 15 30 国大
16 16 30 国大
17 17 30 国大
18 18 30 国大
19 19 30 国大
20 20 30 国大
21 21 30 国大
22 22 30 国大
23 23 33 国大
24 24 50 国大
25 25 50 国大
26 26 50 国大
27 27 50 国大
28 28 10 公大
29 29 20 公大
30 30 25 公大
31 31 30 公大
32 32 30 公大
33 33 10 私大
34 34 20 私大
35 35 20 私大
36 36 25 私大
37 37 30 私大
38 38 50 私大
39 39 50 私大
40 40 50 私大
41 41 25 国委員
42 42 30 国委員
43 1 5 国大
44 2 10 国大
45 3 15 国大
46 4 20 国大
47 5 20 国大
48 6 20 国大
49 7 25 国大


























No. 分類 分類No. ％ 種別
51 9 50 公大
52 10 10 私大
53 11 10 私大
54 12 20 私大
55 13 20 私大
56 14 30 私大
57 15 5 公委員
58 16 10 私委員
59 17 50 私委員
※15





























No. 分類 分類No. 年 種別
1 1 2 国大
2 2 2 国大
3 3 3 国大
4 4 3 国大
5 5 5 国大
6 6 5 国大
7 7 5 国大
8 8 5 国大
9 9 5 国大
10 10 5 国大


































































No. 分類 分類No. 年 種別
12 12 5 国大
13 13 10 国大
14 14 10 国大
15 15 10 国大
16 16 20 国大
17 17 50 国大
18 18 1 公大
19 19 2 公大
20 20 3 私大
21 21 4 私大
22 22 5 私大
23 23 5 私大
24 24 5 私大
25 25 5 私大
26 26 5 私大
27 27 10 私大
28 28 10 私大
29 29 1 国委員
30 30 5 国委員
31 31 5 国委員
32 32 10 国委員
33 1 1 国大
34 2 3 国大
35 3 4 国大
36 4 5 国大
37 5 7 国大
38 6 10 国大
39 7 1 私大
40 8 2 私大
41 9 3 私大
42 10 3 私大
43 11 3 私大
44 12 5 私大
45 13 5 私大
46 14 5 私大
47 15 3 国委員
48 16 6 公委員
49 17 4 私委員
※17















































































12 私立大学のみ 1 私委員
※19
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   
２．調査票 







准教授  新谷 由紀子 




































E-mail、FAX で 7 月 31 日（金）までにご返信くださるよう、よろしくお願い申し上げま
す。 
 
・ 調査票返信先 E-mail アドレス yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp 
















TEL & FAX 029-853-7461
                                E-mail: yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp
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大学における利益相反マネジメントの運用基準等に関する調査について 











である。この臨床研究は研究期間が 5 年間、費用は年間 400 万円程度要するものと見込ま
れた。同社からは、もし A 教授が引き受けてくれるのであれば、同教授が所属する内科学
















２ 上記 1-1 に○印を付した方におたずねします。利益相反に関しての倫理審査委員会の
審査について、どこまでの期間や金額を対象とするべきであるとお考えになりますか。
該当するものすべてに○印を付し、また、（ ）内に数値をご記入ください。 




 2-1 過去（  ）年間の寄付金について審査する 
 
2-2 過去 1 年間当たり（   ）万円以上（または超）の寄付金を受領
していた場合に審査する 
 










 2-5 寄付金について今後 5 年間の予定について審査する 
 
2-6 今後 1 年間当たり（   ）万円以上（または超）の寄付金を受領
する場合に審査する 
 






３ 上記 2-1～2-4 のいずれかに○印を付した方におたずねします。どのような場合に研
究計画の中止または利害関係者のない研究者への交代が必要であると考えますか。（ ）
内に数値を記載してください。 
乙製薬会社からの寄付金が過去（  ）年間で総額（    ）円以上の場合であれば、
研究計画の中止または利害関係者のない研究者への交代を求める 
 
４ 上記 2-5～2-8 のいずれかに○印を付した方におたずねします。事例に示された今後
5年間各年600万円の寄付金についてどのように判断するべきであるとお考えになりま
すか。 
○印 No. 今後の寄付金の取扱い 
 













５ 上記 4-2 に○印を付した方におたずねします。どのような条件を付けるべきであると
考えますか。支持する条件すべてに○印を付けてください。 







 5-3 被験者に直接金銭的利害関係を開示する 
 5-4 独立した監視者を任命し、データのモニタリングをする 
 5-5 研究代表者は A 教授ではない別の者に交代する 
 5-6 A 教授には研究の一部（効能評価など）に参加させない 
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5-7 600 万円という寄付金の減額 
→具体的に：実費（400 万円）の（   ）％増し程度 
 5-8 600 万円という寄付金を実費の 400 万円にする 
 5-9 研究計画の修正をする→具体的に（ex.研究の一部を他機関で実施する）：
 
5-10 研究期間中に A 教授と乙製薬会社との間の利害関係に変化があった場合
は速やかに当該利害関係を自己申告させる 
 











2 年後に丁社で「ロボット Z」が製品化され、1 台 200 万円で販売にこぎつけた。X 教授



















                                                  






   




 1-2-2 その他（具体的に：               ） 
 
1-3 丙大学が国公立大学であっても私立大学であっても認められない 





 1-3-2 その他（具体的に：               ） 
 







項目 ○印 No. 条件 
時間  2-1 1 週間に 1 日まで 
 2-2 総勤務時間数の（  ）％を超えない 
 2-3 その他（具体的に：               ） 
期間  2-4 （  ）年以上は認めない 
 2-5 その他（具体的に：               ） 
収入  2-6 現在の年収を超える場合は認めない 
 2-7 （   ）万円以上（または超）は認めない 
 2-8 その他（具体的に：               ） 
株式等保有  2-9 株式等の資産価値を上記の「収入」に加算して判断する 
 2-10 上場株式にあっては（  ）％以上は認めない 
 2-11 非上場株式にあっては 1 株でも認めない 
 2-12 その他（具体的に：               ） 








○印 No. 理由（複数回答可） 
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 3-1-2 その他（具体的に：               ） 
 









3-2-2 丁社側に X 教授以外の研究担当者が存在する（存
在しなければ X教授と X代表取締役との共同研究
となってしまう） 
  3-2-3 丁社は複数代表制を取る 
  3-2-4 その他（具体的に：           ） 
 
3-3 丙大学が国公立大学の場合は認められない 




 3-3-2 その他（具体的に：               ） 
 
3-4 丙大学が国公立大学であっても私立大学であっても認められない 



















 4-1-2 その他（具体的に：               ） 
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在する（存在しなければ形式上 X 教授と X 代表取
締役との契約となってしまう） 
  4-2-4 丁社は複数代表制を取る 
  4-2-5 その他（具体的に：           ） 
 
4-3 丙大学が国公立大学の場合は認められない 




 4-3-2 その他（具体的に：               ） 
 
4-4 丙大学が国公立大学であっても私立大学であっても認められない 
























   
 5-1-3 その他（具体的に：              ）
 










に：               ） 
  5-2-3 その他（具体的に：          ）
 
5-3 丙大学が国公立大学の場合は認められない 





 5-3-2 その他（具体的に：              ）
 
5-4 丙大学が国公立大学であっても私立大学であっても認められない 

























a．情報学 b. 環境学  c.複合領域 d. 総合人文社会 ｅ．人文学 ｆ. 社会科学  
ｇ．総合理工 ｈ．数物系科学 ｉ．化学 ｊ．工学 ｋ．総合生物 ｌ．生物学  




a．大学教員 b. 医療関係  c.企業 d. 弁護士 ｅ．公認会計士・税理士 ｆ．金融関係 
















































平成 28 年 1 月 
新谷 由紀子 
菊本   虔 
（筑波大学） 
TEL & FAX 029-853-7461 
〒305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
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